
米 子 市 に お け る 都 市 計 画 法 第 ５ ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 建 築

の許可に関する基準 について  

 

米子市内で、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」といい

ま す。） 第 ５ ３ 条 第 １ 項 の 規 定に よ り 、 都 市 計画 道 路 等 の 都 市 計画 施 設 の 区

域 や 土 地 区 画 整 理 事 業 等 の 市 街 地 開 発 事 業 の 施 行 区 域 内 に お い て 建 築 物 を

建築する場合は、市長の許可が必要となります。  

この場合の許可 の基準等は、次のとおりです。  

 

１  許 可 の基準  

法第５３条第１項の規定による 許可に係る申請については、法第５４条

の規定により次のいずれかに該当する ときに許可をします 。  

 

⑴  当 該 建築が、都市計画施設又は市街地開発事業に関する都市計画のう

ち 建 築 物 に つ い て 定 め る も の に 適 合 す る も の で あ る こ と 。（ 法 第 ５ ４ 条

第１号）  

都 市 計 画 に 適 合 す る 建 築 と は 、都 市 計 画 に お い て 予 定 さ れ て い る 建 築 物 の 用 途 、

位 置 、 形 態 等 に 合 致 し た 建 築 物 を 、 都 市 計 画 の 目 的 に 従 っ て 建 築 す る こ と で す 。

一 団 地 の 住 宅 施 設 等 の 都 市 施 設 や 、 土 地 区 画 整 理 事 業 等 の 市 街 地 開 発 事 業 に つ い

て 、 都 市 計 画 に 定 め ら れ た 事 項 に 矛 盾 が な い こ と や 都 市 計 画 の 参 考 図 面 等 も 参 考

と し て 、 そ の 適 合 性 に つ い て 判 断 し ま す 。  

 

⑵  当 該 建築が、法第１１条第３ 項の規定により都市計画施設の区域につ

い て 都 市 施 設 を 整 備 す る 立 体 的 な 範 囲 が 定 め ら れ て い る 場 合 に お い て 、

当該立体的な範囲外において行われ、かつ、当該都市計画施設を整備す

る上で著しい支障を及ぼすおそれがないと認められること。ただし、当

該 立 体 的 な 範 囲 が 道 路 で あ る 都 市 施 設 を 整 備 す る も の と し て 空 間 に つ

いて定められているときは、安全上、防火上及び衛生上支障がないもの

として政令で定める場合に限る。（法第５４条第２号）  

都 市 計 画 法 施 行 令 （ 昭 和 ４ ４ 年 政 令 １ ５ ８ 号 ） 第 ３ ７ 条 の ４  

法 第 ５ ４ 条 第 ２ 号 の 政 令 で 定 め る 場 合 は 、 次 の い ず れ か の 場 合 と す る 。  

⑴  地 下 で 建 築 物 の 建 築 が 行 わ れ る 場 合  

⑵  道 路 で あ る 都 市 施 設 を 整 備 す る 立 体 的 な 範 囲 の 下 に 位 置 す る 空 間 に お い

て 建 築 物 の 建 築 が 行 わ れ る 場 合 （ 前 号 に 掲 げ る 場 合 を 除 く 。） で あ っ て 、 当 該

建 築 物 が 安 全 上 、 防 火 上 及 び 衛 生 上 他 の 建 築 物 の 利 便 を 妨 げ 、 そ の 他 周 囲 の 環

境 を 害 す る お そ れ が な い と 認 め ら れ る 場 合   

以 下 省 略  

 



⑶  当 該 建築物が次に掲げる要件に該当し、かつ、容易に移転し、又は除

却することができるものであると認められること。（法第５４条第３号） 

イ  階 数 が２以下で、かつ、地階を有しないこと。  

ロ  主 要 構造部（ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「基準

法」といいます。）第２条第５号に定める主要構造部をいいます。）が

木造、鉄骨造、コンクリートブロック 造その他これらに類する構造で

あること。  

コ ン ク リ ー ト 造 や 鉄 骨 造 で あ っ て も 移 転 、除 却 が 容 易 な 場 合 も あ り ま す 。ま た 、

木 造 、 鉄 骨 造 、 コ ン ク リ ー ト ブ ロ ッ ク 造 で あ っ て も 、 特 殊 な 建 築 物 等 は 経 済 的 に

移 転 、 除 却 が 困 難 な 場 合 も あ り ま す 。 こ の よ う に 「 容 易 に 移 転 し 、 又 は 除 却 す る

こ と が で き る 」 か 否 か は 、 物 理 的 及 び 経 済 的 な 観 点 か ら 判 断 し ま す 。  

 

２  許 可 の基準の緩和  

「 米 子 市 都 市 計 画 法 第 ５ ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 建 築 の 許 可 に 関 す る

基 準 」（ 平 成 ２ ８ 年 １ １ 月 施 行 ） の 規 定 に よ り 、 上 記 の 許 可 基 準 （ 法 第 ５

４条の規定）に該当する申請以外の申請 が次に掲げる要件の全てに 該当す

るときは、法第５３条第１項の許可をすることができるものとします 。た

だし、都市計画事業の施行に支障があると認める場合は、この限りではあ

りません。  

 

⑴  当 該 申請に係る建築が、都市計画施設の区域又は市街地開発事業の施

行区域のうち、近く事業に着手する見込みがないものとして別に定める

区域内において行われるものであること。  

都 市 計 画 道 路 に つ い て は 、 お お む ね ２ ０ 年 以 内 に 事 業 着 手 の 予 定 が な い 路 線 を

緩 和 の 対 象 と し ま す 。 国 県 道 及 び 公 園 等 に つ い て は 、 各 管 理 者 と 協 議 の 上 、 定 め

る も の と し ま す 。  

 

⑵  当 該 申請に係る建築物が、次に掲げる要件の全てに該当し、かつ、容

易 に 移 転 し、 又 は 除 却 す る こと が で き る も の であ る と 認 め ら れ る こ と 。 

ア  階 数 が３以下で、かつ、地階を有しないこと。  

前 項 の 区 域 内 に お い て は 法 第 ５ ４ 条 第 ３ 号 イ の 要 件 を 緩 和 し 、 ３ 階 建 て ま で 許

可 で き る も の と し ま す 。  

 

イ  主 要 構造部（ 基準法 第２条第５号に定める主要構造部をいいます 。）

が木造、鉄骨造、コンクリートブロック造その他これらに類する構造

であること。  

法 第 ５ ４ 条 第 ３ 号 ロ の 要 件 と 同 じ と し ま す 。  



 

⑶  当 該 申請に係る建築物の建築が、都市計画施設の区域又は市街地開発

事業の施行区域の内外にわたって行われる場合にあっては、将来、当該

建築物のうちこれらの区域内に存する部分を移転し、又は除却すること

ができるよう設計上の配慮がなされていること。  

例 え ば 、 一 つ の 建 築 物 に お い て 区 域 内 の 部 分 は ３ 階 で 許 可 基 準 を 満 た し て い る

が 、 区 域 外 に ４ 階 部 分 等 が あ る 場 合 、 建 築 物 が 一 般 的 に 全 体 と し て 一 つ の 効 用 を

有 し 構 造 的 に も 一 体 の も の で あ る こ と を 十 分 考 慮 し 、区 域 内 の 部 分 を 将 来 移 転 し 、

又 は 除 去 す る こ と が 物 理 的 及 び 経 済 的 に 容 易 で あ る か 否 か を 実 質 的 に 判 断 し ま

す 。  

 


